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行政財産の貸付けにより自動販売機を設置させる場合の取扱要領 

 （目的） 

第１条 この要領は、市有財産の有効活用及び自主財源を確保するため、地方

自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第238条の4第2項第4号の

規定に基づき行政財産に自動販売機を設置する際の事務の取扱いについて必

要な事項を定め、円滑に事務を処理することを目的とする。 

 （借受人の選定等） 

第２条 借受人は、原則として、一般競争入札の方法により選定するものとす

る。 

２ 施行伺は、市有財産有償貸付の施行について（様式第１）により作成し、

また、収入（執行）見込額は、設計書（様式第２）により積算するものとす

る。 

（一般競争入札参加者の資格） 

第３条 一般競争入札参加者の資格については、地方自治法施行令（昭和22年

政令第16号）第167条の4第1項及び第2項の規定により競争入札に参加させる

ことができない者を除くほか、更に必要に応じて次に例示する事項を付すも

のとする。 

(1) 自動販売機の設置業務において、２年以上の実績を有し、かつ、入札公

告の日から過去２年以内に管理及び運営する同種の販売品目の自動販売

機を設置した実績があること。 

(2) 国税、県税（愛知県）及び田原市税の未納がないこと。 

(3) 愛知県内に本店、支店、営業所又は事業所を置いていること。 

(4) 入札公告の日から落札決定までの間、田原市から指名停止措置を受けて

いないこと。 
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(5) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開

始の申立てがなされていない者又は民事再生法（平成11年法律第225号）

第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者である

こと。 

２ 前項の規定にかかわらず、同一庁舎等内の複数の入札案件に対して、同一

者が落札できる件数の上限を設定することができるものとする。

３ 一般競争入札参加者の資格は、入札者参加資格調書（様式第３）により定

めなければならない。 

（一般競争入札の公告） 

第４条 一般競争入札の公告は、田原市公告式条例（昭和36年田原町条例第40

号）第2条第2項に定める方法によるものの他、その写しを田原市ホームペー

ジへ登載するものとする。 

（入札説明書） 

第５条 入札参加者へ配布するために、入札説明書を作成するものとする。  

（入札参加申込み） 

第６条 入札参加申込みは、日時及び受付場所を指定し、あらかじめ設定した

期間内に必要な書類を提出させることにより受付けるものとする。 

２ 入札参加申込みの際には、次の書類を提出させるものとする。なお、第４

号及び第６号については、原本の確認を条件に、写しを提出させることがで

きるものとする。 

(1) 一般競争入札参加申込書（様式第４） 

(2) 委任状（様式第５）（代理人により入札する場合） 

(3) 誓約書（様式第６）（代理人により入札する場合は本人又は代表者の誓約

書） 

(4) 証明書類（発行日から３か月以内のもので次に掲げるもの） 



 ３ /８ 

 ア 法人の場合 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

 イ 個人の場合  

(ｱ) 住民票 

(ｲ) 身分証明書（市区町村長の発行するもの） 

(5) 自動販売機の設置業務において、２年以上の実績を有し、かつ、入札公

告の日から過去２年以内に管理及び運営する同種の販売品目の自動販売

機を設置した実績を証明する使用許可書又は契約書の写し 

(6) 税の未納がないことの証明書 

ア 税務署長が発行するもの 

   (ｱ) 法人は、「法人税」及び「消費税及び地方消費税」の納税証明書（そ

の３の３ 未納がないことの証明） 

(ｲ) 個人は、「申告所得税」及び「消費税及び地方消費税」の納税証明

書（その３の２ 未納がないことの証明） 

イ 愛知県県税事務所長が発行するもの 

  (ｱ) 法人は、「「法人県民税」、「法人事業税」（特別法人事業税及び地方

法人特別税を含む）及び「自動車税種別割」の納税証明書（未納の税

額がないことの証明） 

   (ｲ) 個人は、「個人事業税」及び「自動車税種別割」の納税証明書（未

納の税額がないことの証明） 

ウ 田原市長が発行するもの（ただし、田原市に納税義務がある場合に限

る。田原市に納税義務がない場合には「田原市に納税義務がないことの

申出書」） 

  (ｱ) 法人は、「法人市民税」、「固定資産税」及び「軽自動車税種別割」

の滞納がないことの証明書 

   (ｲ) 個人は、「個人市民税」、「固定資産税」、「軽自動車税種別割」及び
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「国民健康保険税」の滞納がないことの証明書 

（現地説明会）

第７条 行政財産の貸付けに対する現地説明会は、あらかじめ設定した期間内

に、入札説明書、自動販売機の設置に係る市有財産有償貸付契約についての

注意事項（様式第７）を配布のうえ、入札説明、貸付対象となる場所、コン

セント等の位置等の説明を行うものとする。 

（一般競争入札資格審査） 

第８条 入札参加申込者から提出された書類に基づき、田原市入札参加資格審

査要領第2条に規定された田原市入札参加資格者名簿への登載の有無にかか

わらず、個別に一般競争入札参加資格審査を行い、一般競争入札参加資格確

認結果調書（様式第８）に記載するとともに、田原市財務規則（昭和41年田

原町規則第1号。以下「財務規則」という。）第101条第4項の規定に基づき、

入札参加申込者に資格の有無を一般競争入札参加資格確認結果通知書（様式

第９）により通知するものとする。 

（入札） 

第９条 入札は、あらかじめ、原則として、自動販売機１台分の貸付場所ごと

に、予定価格書（様式第１０）、入札執行調書（様式第１１）を用意し、入札

書（様式第１２）により実施するものとする。 

２ 貸付料の予定価格について、契約期間が複数年にわたるときは、財務規則

第110条第1項の規定に基づき複数年の総額について、定めなければならない。 

３ 一般競争入札参加申込書を提出した者が、入札を辞退する際には、入札辞

退届（様式第１３）を提出させなければならない。 

４ 入札保証金は免除するものとする。 

５ 入札に関して、この要領に定めのない事項については、田原市入札者心得

書によるものとする。 
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（落札者） 

第１０条 予定価格以上で、最高の価格をもって入札した者を落札者とする。 

２ 同額の入札をした者が二人以上いる場合は、くじにより落札者を決定する

ものとする。 

３ 開札した場合において、落札者とすべき入札がないときは、直ちに再度の

入札を実施する。 

（貸付けの方法） 

第１１条 建物の余裕部分については、原則として、借地借家法（平成3年法律

第90号）第38条に基づく定期建物賃貸借契約によるものとする。 

２ 建物等の敷地の余裕部分については、民法（明治29年法律第89号）第601

条に基づく土地の賃貸借契約によることを原則とし、臨時設備の設置が必要

な場合には借地借家法第25条の一時的な借地権とする。 

（貸付期間） 

第１２条 貸付期間は５年以内とする。 

（貸付期間の更新） 

第１３条 貸付契約の更新は認めず、当該自動販売機設置場所を貸付期間満了

後に引き続き同一目的に使用する場合は、新たに借受人の選定を行うものと

する。 

２ 前項の場合、契約期間満了の１年前から６か月前までの期間に、借受人に

対し、市有財産有償貸付契約の終了について（様式第１４）によって契約の

終了を通知するものとする。 

（契約の締結） 

第１４条 建物の場合は市有財産有償貸付契約書（様式第１５（その１））によ

り、土地の場合は市有財産有償貸付契約書（様式第１５（その２））により、

契約書を作成し、契約するものとする。 
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２ 代理人により契約の締結、変更及び解除を行う場合は、委任状（様式第５）

を提出させるものとする。 

（貸付面積） 

第１５条 行政財産の貸付面積は、法第238条の4第2項に規定された行政財産の

用途又は目的を妨げない限度の面積でなければならない。 

（貸付料等） 

第１６条 貸付料は、落札価格（建物の場合及び土地の場合で貸付期間が１か

月に満たない等消費税の対象となる場合には、入札書に記載された金額に消

費税相当額（消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により消費税が課され

る額に同法の規定による税率を乗じて得た額及び地方税法（昭和25年法律第

226号）の規定により地方消費税が課される額に同法の規定による税率を乗じ

て得た額をいう。）を加算して得た額）とする。 

２ 貸付料は、契約期間中は原則として改定しないものとする。 

３ 光熱水費は、原則として借受人に専用メーターを設置させ、算定するもの

とする。 

（貸付料等の納付） 

第１７条 貸付料については、市有財産有償貸付契約書において定める期日ま

でに納付させるものとする。 

２ 借受人が納付期限までに貸付料又は光熱水費を納付しない場合は、納付期

限の翌日から納付した日までの期間について財務規則第128条に定める率を

乗じて得た額を延滞金として徴収する。 

（用途の指定） 

第１８条 貸付契約を締結するときは、借受人に対して、当該貸付財産の用途

を「自動販売機（品目：  ）の設置場所」に指定するものとする。 

２ 前項により指定された用途の変更は、認めないものとする。 
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３ 貸付期間中は、定期又は随時に実地調査を実施し、借受人による貸付財産

を指定用途に供する義務、その他の契約に基づく義務の履行状況について確

認するものとする。なお、借受人から、自動販売機の売上状況についても報

告させるものとする。 

（原状変更） 

第１９条 借受人が、貸付財産の原状を変更することは、認めないものとする。 

（権利の譲渡等） 

第２０条 賃借権の譲渡及び貸付財産の転貸は、認めないものとする。 

（契約の義務違反に対する措置） 

第２１条 貸付期間中に指定用途以外の用途に供したときは、貸付料の１年分

に相当する額（以下「貸付料年額」という。）の３倍の額の違約金を徴収する

とともに、相当の期間を定めて指定用途に供すべきことを請求し、当該期間

内に履行しないときは契約を解除する旨を借受人に通知する。 

２ 第１項に規定する期間内に指定用途に供しない場合は、契約を解除すると

ともに貸付財産の明渡しを求めるものとする。 

３ 転貸又は賃借権を譲渡したときは、貸付料年額の３倍の額の違約金を徴収

するとともに、相当の期間を定めて取消しを求めることとし、当該期間内に

履行しないときは、契約を解除する旨を借受人に通知するものとする。 

４ 前項に規定する期間内に取消しの措置を取らない場合は、契約を解除する

とともに貸付財産の明渡しを求めるものとする。 

５ 実地調査及び報告の拒否等をしたときは、直ちに是正を求め、貸付料年額

と同額の違約金を徴収するものとする。 

（適用除外） 

第２２条 次の事由に該当するものについては、法238条の4第7項に基づく行政

財産の使用許可で対応することができるものとする。 
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(1) 施設内の食堂、売店等と一体的な管理、運営でなければ、採算が取れな

いと判断されるもの 

(2) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）、母子及び寡婦福祉法（昭和 

39年法律第129号）等の規定により設置に努めるよう位置づけられた福祉

関係団体に許可しているもの 

(3) 施設の指定管理者に許可しており、その得られる収入が、指定管理業務

又は自主事業の財源の一部に充当されているもの 

(4) 施設の用途廃止を数年後に予定しているもの 

(5) 災害時における救援物資提供に関する協定（平成１７年７月１１日）に

基づき設置されているもの 

(6) その他、極めて短期的な設置であるなど公募することが困難と判断され

るもの 

（その他）

第２３条 入札により自動販売機を設置するため、普通財産を貸し付ける場合

には、別に定めがある場合を除くほか、この要領に準じて処理をするものと

する。 

    附 則 

この要領は、平成２２年８月１日から施行する。 

    附 則 

この要領は、平成２２年１１月２２日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２５年７月２２日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３１年２月８日から施行する。 

附 則 
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この要領は、令和４年７月１日から施行する。 


